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はじめに 

東日本大震災と福島第一原子力発電所事故以降、災害の少なさや温暖な気候風土、交

通結節点としての利便性の高さなどから、「安全・安心で暮らしやすい都市」として岡

山市の全国的な認知度が高まっており、近年、本市における転入超過者数や移住相談者

数は大幅に増加している。資料1は、岡山市の移住・定住関連の統計や各種の調査結果を

整理したものである。特に注目すべきは、本市への移住を検討している人の中で、関東

地方在住者の割合が高いことである（大半は、東京・神奈川・埼玉・千葉の1都3県の在

住者で占められている）。このような状況を受け、本市では、平成25年度から「移住・

定住支援室」を設置するとともに、住宅課や産業振興・雇用推進課をはじめとした庁内

関係部局、11課室の職員で構成するプロジェクトチーム「移住・定住手伝い隊」を立ち

上げ（資料2を参照）、移住・定住に関する多種多様な相談にワンストップで対応するな

ど、本市へ移住・定住を希望される方への支援に取り組んでいるところである。 
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資料1 移住・定住関連の実績・データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料2 「移住・定住手伝い隊」の構成課 

政策局 広報課　

安全・安心ネットワーク推進室 安全･安心ネットワーク推進室　　

総務局 情報企画課　

岡山っ子育成局 こども企画総務課　

岡山っ子育成局 保育園・幼稚園課　

経済局 産業振興・雇用推進課　

経済局 観光コンベンション推進課　　

経済局 農林水産課　

都市整備局 住宅課　

消防局 消防・危機管理課　

教育委員会 就学課　

局・課名    など
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１．平成25年度の取り組み 

岡山市役所に「移住・定住支援室」が創設され正式に動き出した初年度にあたる平成

25年度には、各種行政サービス情報など、移住・定住を検討するにあたって必要となる

情報をワンストップで提供できる体制の整備をはじめ、岡山県との協働による東京・大

阪での計6回にわたる移住相談会の実施、住まいや仕事の確保など、移住・定住準備のた

めのファーストステップとして利用していただける「お試し住宅」9戸の整備・提供、移

住・定住に関連する情報をまとめたパンフレットの作成・配布、移住・定住に関連する

情報やトピックスなどを届けるメールマガジンの配信などを行った。 

１年間で、移住・定住支援室には、合計294件の相談があり前年（支援室設置以前）比

の約9倍となった。また、岡山県が東京・大阪で開催する移住相談会への来場者数も年々

増加しており、平成26年1月に東京で開催された移住相談会には過去最高の合計304名が

来場した。 

「お試し住宅」については、9戸の募集に対し34世帯から応募があり、応募倍率は、実

に約3.8倍にも達した。常時すべての住宅が入居済みの状況となっており、空きが出次第、

随時入居募集を行う予定である。 

メールマガジンについては、平成25年8月に配信を開始し、現時点までの登録件数が約

700件となっており、依然として登録者数も伸び続けていることから、本市への移住・定

住に関する関心の高さが窺える状況である。 

 

２．平成26年度の取り組み 

平成26年度の取り組みについてだが、4月30日に、移住者支援の市民団体、不動産業界

や就職・転職支援業界など、民（市民）・業（業界）・官（行政）協働による「岡山市

移住・定住支援協議会」を設立した（資料3を参照）。原発避難者や移住者への幅広い支

援や地域活性化活動を行っている市民団体「おいでんせぇ岡山」「子ども未来・愛ネッ
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トワーク」「岡山盛り上げよう会」、住まい探しの支援にあたる「岡山県宅地建物取引業

協会」「岡山県不動産協会」、就職・転職支援にあたる「日本人材紹介事業協会」「岡山

公共職業安定所」、そして行政サービスにあたる岡山市の8者がタッグを組んで、ワンスス

トップでの対応・サポートができる体制を整えたのである。移住・定住希望者の相談・支

援ニーズは、住まい、仕事、子育てをはじめ多岐に渡っており、行政だけでは対応できな

いものも多い。そのため、民と業と官が連携・協働することで、よりニーズに沿った移住・

定住支援につなげたいという考えのもと、希望者がよりスムーズに移住・定住できるよう、

本市の移住・定住支援室が相談窓口となり、住まい探し、就職・転職、民間の支援サービ

スなど、移住・定住を希望される方から日々いただく様々な相談への対応にあたっている。

また、移住された方同士や地域の方々との交流の支援、本市の移住・定住に関連する情報

の発信などの活用について、協議会のメンバーとともに知恵を出し合いながら、おもてな

しの心で支援に取り組んでいるところである。 

 また、本年度は、岡山市主催による東京での移住相談会を8月9日(土)に有楽町で、10月

11日(土)に品川で開催し、参加者はそれぞれ109人と71人を数え、1組あたりの会場での滞

在時間が平均して約2時間になるほど、熱心なやり取りが重ねられた。また、10月18日(土)・

19日(日)には、岡山市内を巡り移住相談にものる1泊2日の「おかやま移住計画下見ツアー」

（資料4を参照）を開催したが、60人を越える申込を受け、抽選の結果11組29人（子どもを

含む）が参加した（2月14日（土）・15日（日）にもう1回、開催予定）。いずれの取り組

みについても岡山市と協議会のメンバーが協力しながら進めており、他自治体やマス・メ

ディア、研究者等々の各方面から非常に大きな関心や注目を集めるようになっている。 

県内はもとより、政令指定都市でも初となるこの民業官協働の取り組みにより、今後も

「安全・安心で暮らしやすい都市」としてのさらなるイメージアップや本市の地域活性化

にもつなげていきたいと考えている。 
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資料3 協議会の取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料4 おかやま移住計画下見ツアーの様子 

 
 

― 166 ―



３．広域での住まい探し支援サービス 

5月30日からは、市域を超えた移住・定住支援の取り組みとして、岡山市、倉敷市、津山

市、玉野市、総社市、瀬戸内市、赤磐市及び真庭市の県内８自治体（平成27年1月時点で県

内13自治体に拡大。以下、同じ。）と、一般社団法人岡山県宅地建物取引業協会、一般社団

法人岡山県不動産協会が連携・協力して、移住・定住を希望される方の住まい探しの支援

サービスを始めた（資料5を参照）。 

このサービスは、県外からの移住希望者を対象にしており、連携する８自治体の区域に

ある賃貸物件や売買物件を検討されている方から各自治体に相談があれば、相談を受けた

自治体がその方の住まいに関する希望条件（家賃、間取り、地域など）を確認し、一般社

団法人岡山県宅地建物取引業協会、一般社団法人岡山県不動産協会の両協会が運営する物

件検索システムに希望条件等を入力する。入力された内容は、物件検索システムを通じて

両協会の会員である不動産業者（約1,700社）へ発信され、それを受けて各不動産業者は、

相談者の希望条件に合う物件の情報を提供し、各不動産業者から集まった物件情報を自治

体が集約して相談者へお返しするというサービスである。また、このサービスは連携する

どの自治体に相談いただいても8自治体の区域にある物件情報がワンストップで得られる

仕組みになっている。 

移住を希望される方の多くは、一つの市町村だけでなく、例えば、県南エリア、県北エ

リアなど広い範囲で移住先を検討されている。この支援サービスは、そういったニーズに

沿うものであり、近隣の自治体と連携することにより、市町村という枠を越えた範囲での

移住・定住の促進や、交流人口の増加等による地域活性化にもつながるものと期待してい

る。 
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資料5 ８自治体と県宅建協会・不動産協会による住まい探しの支援サービス 

 

４．３つの課題 

現状における主な課題について、以下に述べてみたい。 

まず、主な課題の一つ目は、本市では「移住者」の定義が未確立であるということで

ある。移住者の数は、本市の移住・定住支援の取り組みの効果を測る指標のひとつと考

えているが、現状では移住者数の正確な把握ができていない。県外から転入される理由

には、転勤、転職、就職、進学、結婚など様々な理由があるが、この場合は移住、この

場合は移住でないという線引きが難しいことと、移住か否かは、転入された本人の内面

の意思によるところも大きいことから、「移住者」の定義を確立することが困難な状況に

なっている。現在は、各区役所の転入窓口で転入者に対し、移住・定住に関するアンケ
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ートをお願いしているが、これは転入の理由別の傾向などを把握する目的で行っているも

ので、移住者数の把握を行うまでには至っていない。 

２つ目の課題は、本市への移住相談件数のうち、全体の約6割が関東圏からの、東日本大

震災・福島第一原子力発電所事故に伴ういわゆる「自主避難者」の方々であり、その中で

も多くの方が夫を関東に残したまま母子で移住もしくは自主避難をされているということ

である。こうした方々は、家族と離れて慣れない土地で生活するということもあり、精神

的に大きな負担を抱えながら生活されている。今後は、こうした方々へのメンタル面のサ

ポートを岡山市移住定住・支援協議会のメンバーである民間の移住支援団体などの協力に

より充実させていくとともに、関係する本市の行政サービス情報などをワンストップで提

供できるよう、情報発信の内容や方法を工夫していく必要があると考えている。 

最後の課題は、今後の人口減少局面における戦略的な移住・定住促進にどのように取り

組んでいくかということである。現状では本市の人口は増加しているところであるが、国

立社会保障・人口問題研究所の『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』による

と、2015年～2020年にかけて人口が減少局面に転じることが予測されている。今後は、本

市における将来の人口動態や社会動態の変化に伴う行政収支や経済効果の予測・把握を行

った上で、例えば、市内のどの地域において重点的に移住・定住を推進していくのか、ま

た、どういった地域、世代、世帯の方々をターゲットとして本市への移住・定住をPRして

いくのかなど、人口減少局面を見据えた戦略的な移住・定住の促進に取り組んでいく必要

があると考えている。 

 

５．今後の展望 

最後に今後の展望について述べてみたい。 

本市においても将来確実に訪れる本格的な人口減少社会におけるまちづくりの取り組み

は、本市だけでなく周辺自治体、ひいては圏域全体の生活環境の維持・向上や地域の活性

化を考慮したものでなくてはならないと考える。 

 
 

都市社会研究　2015

― 169 ―



したがって、移住・定住支援の取り組みについても、県内の自治体がお互いにWin－Win

となるような取り組みができるよう、可能な限り自治体間の連携・協力を充実させてい

きたいと考えているところである。 

また、移住・定住を希望される方の幅広いニーズにより沿った形でサポートしていく

ためには、行政と民間、両方の力が必要である。今後も、岡山市移住・定住支援協議会

を中心にして民業官協働で知恵を出し合いながら移住・定住支援の実績を積み上げ、こ

うした取り組みをさらに進めてまいりたいと考えている。 

 

おわりに 

何よりも大切なのは、支援に取り組む「人の心」である。今後も引き続き、より多く

の方々から「岡山に住んでよかった。これからも岡山に住み続けたい」と思っていただ

けるよう、おもてなしの心で本市へ移住・定住を希望される方への支援を行ってまいり

たいと考えている。 
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